
様式１

Ⅰ　団体の概要

（令和6年4月1日現在）

Ⅱ　点検評価（団体の必要性）

１ 団体の設立目的（定款）

２ 団体が果すべき使命・役割

３ 団体を取り巻く環境

点検評価表（外郭団体）

団　　体　　名 静岡県土地開発公社

所　　在　　地 静岡市葵区追手町9番18号 設立年月日 昭和48年4月2日

代　　表　　者 理事長　矢野　弘典 県 所 管 課 交通基盤部建設経済局公共用地課

運営する施設 該当なし

団体ホームページ http://www.shizuoka-ldpc.jp/index.html

出資者 出資額（千円） 比率（％） 役職員の状況（人）

静岡県 20,000 100.0  常勤役員    1  常勤職員  10 

 うち県OB    1  うち県OB    2 

 うち県派遣  うち県派遣    1 

 非常勤役員    7  非常勤職員     - 

役員 計    8 職員 計  10 

基本財産（資本金） 計    20,000 100.0 

区　分 内　　　　容

設立に係る根拠法令等 公有地の拡大の推進に関する法律

団体の沿革 昭和48年４月２日設立

この土地開発公社は、公共用地、公用地等の取得、管理、処分等を行うことにより、地域の秩序
ある整備と県民福祉の増進に寄与することを目的とする。

公共事業を計画的に進め、事業効果の早期発現を図るため、県・国だけではなく市町の事業を
含め県全体の効率化・最適化に寄与できるよう、公共事業用地を的確かつ迅速に取得する。

団体を取り巻く社会
経済環境の変化や新
たな県民ニーズ

  厳しい財政事情の中、用地買収に係る予算の平準化が求められてい
る。また、行政の人員削減に伴い、経験豊富な用地職員の確保が困難に
なっており、被災後の復旧・復興においても、速やかな用地確保ができ
なかったことは大きな課題となっている。このような状況において、用
地業務に係る豊富な経験や専門性を持ち、先行取得事業を行うことがで
きる公社の必要性は増している。

行政施策と団体活動
との関係（役割分担）

  国や地方公共団体は、単年度の用地取得に十分な予算を確保すること
は困難であるため、公社による用地の先行取得は、国や地方公共団体が
進める公共事業に関する用地取得業務を円滑かつ機動的に進め、工事
の早期着手、事業の早期供用開始を図る上で大きな役割を果たしてい
る。

民間企業や他の団体
との関係（役割分担）

　民間や他の団体による公共用地の先行取得は認められていないため、
民間等との役割分担はあり得ない。仮に地権者と民間等で土地等を譲
渡した場合は地権者の税控除が認められないなどの不利益が生じる。

http://www.shizuoka-ldpc.jp/index.html


４ 事業概要

５ 事業成果指標

６ 事業成果の総括評価

※判定欄　…　○：良好　　△：改善を要する　　×：抜本的な改革が必要

（単位：千円 ）

区分 事業名 事業概要 R5 決算 R6 予算

合　　　計  2,759,064  6,717,000 

目標（上段）及び実績（下段）

評価

80％以上 80％以上 80％以上 80％以上

89.6% 88.6% 96.5% （R6）

80％以上 80％以上 80％以上 80％以上

71.7% 30% 45.6% （R6）

※評価　…　Ａ：目標達成　　Ｂ：目標未達成　　Ｃ：目標未達成（乖離大）

団体の自己評価 県所管課による評価

判定 評価 判定 評価

○

　専門機関としてのノウハウを活用して
用地取得に取り組んだ結果、公有地取得
事業における契約達成率については目
標を達成することができた。しかし、受託
用地事業における契約達成率について
は、事業初年度かつ補償説明の着手が不
可能な事案、また難航地権者などによ
り、目標未達成となった。
　健全経営維持のためには、安定した事
業量確保及び受託した事業の確実な履
行が課題となっていることから、県など
の関係機関に対して公社の積極的な活
用を一層働き掛けるとともに、用地取得
専門機関としての能力の維持・向上に努
めていく。

○

　今後も引き続いて安定的な経営を維持
するためには、事業量の一層の確保のほ
か、高い契約達成率を維持していくこと
が重要である。
　そのうち、事業量の確保に関しては、公
社における継続的かつ積極的な営業活
動により国や市町の事業を継続して受託
するなどの成果が現れており、一定の評
価をしている。
　なお、平成28年度以降、県と公社との
定期的な意見交換の場を設けており、今
後も公社の安定的な経営を維持するた
め必要な検討を行っていく予定である。

県委託 公有地取得事業

国、地方公共団体からの先行取得事業の委託
に基づき、道路、公園、緑地、その他の公共施
設又は公用施設の用に供する土地の取得を行
う。

 1,032,456  5,056,200 

県委託 公有地売却事業
国、地方公共団体からの先行取得事業の委託
に基づき取得した土地の委託者への売却を行
う。

 1,714,539  1,651,300 

県委託 受託用地事業
国、地方公共団体からの用地取得事務の委託
に基づき、土地取得のあっせん業務を行う。

 12,069  9,500 

指標の名称（単位）
目標値
（年度）R3 R4 R5

先行取得用地契約達成率（契約
額/委託額）

A

受託用地契約達成率（契約額/
委託額）

C



７ 団体の必要性の評価

※判定欄　…　○：良好　　△：改善を要する　　×：抜本的な改革が必要

８ 団体改革の進捗状況（過去の行政経営推進委員会からの意見への対応状況）

団体の自己評価 県所管課による評価

判定 評価 判定 評価

○

　公社は、公有地拡大推進法に基づき、用地
取得の分野における県の補完・代行機能を担
う唯一の専門機関として設立された法人で
あり、民間資金を活用した効率的かつ機動的
な公共用地の先行取得が可能なことや、経験
豊富な専門職員による補償説明などにより
多様な案件に迅速に対応することができる
などの法人のメリットを活用して、本県公共
事業の円滑な推進に寄与してきている。
　公共事業は減少傾向にあるものの、関係機
関からの公社活用のニーズは多く、近年で
は、専門組織や人材の不足、予算の確保など
の課題を抱える市町からの支援要請を受け
て、多様な事業に関わっている。
　こうしたことから、公社は依然として存続す
る必要性があると考えており、今後も、関係
機関からの多様なニーズに的確に対応でき
るよう努めていく。

○

　国・県・市町などが実施する公共事業の事
業効果を早期に発現させるためには、用地取
得を円滑かつ迅速に行う必要があり、土地開
発公社における先行取得の活用や、専門的知
識を有し、経験豊富な職員が所属する公社へ
の用地交渉事務の委託は有益である。
　国・県・市町において、今後も、公社への委
託が見込まれる事業の計画があること、専門
的な人材が不足している市町等から継続し
て用地取得事務を受託している実績がある
ことなどから、公社活用のニーズは確実にあ
るものと考える。

対応状況
団体記載 県所管課記載

用地取得の必要性の検証 ○

　最近の地価下落傾向の中で、先
行取得制度の「地価上昇分の先取
り」という経済的なメリットは失わ
れたと言われるが、本制度の活用
と民間資金を活用した低利での取
得による行政機関の取得予算の平
準化や、専門人材の補償説明によ
る迅速な取得などのメリットは損
なわれておらず、年度毎の事業量
に変動はあるものの、関係機関か
らの業務を継続して受託してい
る。
　また、先行取得以外にも、補償説
明等の事務を行う「受託用地」、公
共団体に代わって金融機関からの
資金調達を代行する「資金代行」と
いった手法も有しており、弾力的・
機動的な対応が可能なことから近
年では県内市町からの活用も進ん
でいる。

○

　県では、道路の整備、治山・治
水事業をはじめとした防災事
業や災害復旧事業など、今後
も継続して実施すべき事業が
あること、国においても、伊豆
縦貫自動車道を構成する河津
下田道路などが施工されてい
ること、さらに、専門的な人材
が不足している市町等から公
社への先行取得や用地取得関
連事務の委託ニーズがあるこ
とから、今後も、用地先行取得
をはじめとした用地関連業務
を公社に委託する必要性があ
る。

行政経営推進委員会意見
（経営健全性に係る意見を除く）



※○：対応済　　△：対応中　　×：未対応

県全体の最適化、効率化に
向けて土地取得業務の一元
化を目指した取組

△

　近年の用地取得事務は、地権者
の権利意識の高まりや所有者不明
土地、相続問題の顕在化などによ
り益々複雑・高度化する状況にあ
るが、県内市町の土地取得事業体
制は、多くの市町が専門的な人材
の不足といった課題を抱えてい
る。
　用地取得に係る困難案件を早期
に解決し、公共事業を迅速に進め
るためには、県や公社、市町が連携
した効率的な用地取得体制の確立
が必要であると考えており、平成２
８年度に県との間で設置したワー
キンググループ（以下「ＷＧ」とい
う。）において、今後も様々な検討
を進めていく。

△

　公社は、毎年度、県内全市町
への営業活動を行っており、用
地取得事務の経験者が少ない
複数の市町等から、先行取得
や用地取得事務などを受託し
ており、着実にその成果が現れ
ている。
　平成28年度以降、県と公社
との定期的な意見交換の場を
設けており、引き続き、意見へ
の対応について協議を行って
いく。



Ⅲ　点検評価（経営の健全性）

１ 財務状況

 単年度収支　　　

 経常損益

 事業収益

 事業外収益

 特別収益

 収入計

 事業費用

 事業外費用

 特別損失

 支出計

（ 単位：千円 ）

評価

(d-h) 2,743 ▲ 1,951 ▲ 13,205  B  先行取得事業の受託が低調だったため 

(a+b-e-f) 2,743 ▲ 1,951 ▲ 13,205  B  先行取得事業の受託が低調だったため 

公益目的事業会計

収益事業等会計

法人会計

 剰余金 2,393,369 2,319,951 2,250,042  A 

※評価　…　Ａ：プラス　　Ｂ：特別な要因によるマイナス　　Ｃ：マイナス

主な増減理由等

 資産 5,557,204 5,393,237 4,897,875  9,563,576 

 流動資産 3,444,511 3,351,956 2,813,242  公有用地の減  7,393,323 

 固定資産 2,112,693 2,041,281 2,084,633  2,170,253 

 負債 3,143,835 3,053,286 2,627,833  7,299,155 

 流動負債 156,688 251,351 485,668  １年以内返済予定長期借入金の増  10,460 

 固定負債 2,987,147 2,801,935 2,142,165  長期借入金の減  7,288,695 

 正味財産/純資産 2,413,369 2,339,951 2,270,042  2,264,422 

 基本財産/資本金 20,000 20,000 20,000  20,000 

 剰余金等 2,393,369 2,319,951 2,250,042  2,244,422 

 運用財産 0 0 0  - 

(a) 2,158,418 2,008,515 1,726,609  売却土地の減に伴う事業収益の減  1,660,800 

うち県支出額 873,699 819,616 533,511  650,400 

(県支出額/事業収益) 40 41 31 (39.2%)

(b) 28,494 28,588 28,976  38,300 

うち基本財産運用益 300 300 300  300 

(c) 0 0 0  - 

うち基本金取崩額 0 0 0  - 

(d=a+b+c) 2,186,912 2,037,103 1,755,585  1,699,100 

(e) 2,152,871 2,008,718 1,734,180  売却土地の減に伴う事業原価の減  1,639,200 

うち人件費 52,835 47,685 61,113  43,418 

(人件費/事業費用) 2 2 4 (2.6%)

(f) 31,298 30,336 34,610  45,900 

(g) 0 0 0  100 

(h=e+f+g) 2,184,169 2,039,054 1,768,790  1,685,200 

収支差 (d-h) 2,743 ▲ 1,951 ▲ 13,205  13,900 

区　　　　分 R3 決算 R4 決算 R5 決算 備考（特別な要因）

健
全
性
指
標

区　　　　分 R3 決算 R4 決算 R5 決算 R6 予算

支
出

資
産
の
状
況

収
支
の
状
況

収
入



２ 経営改善の取組の実施状況と評価

３ 赤字の要因（前年度の単年度収支、経常損益が赤字の団体のみ記載）

４ 経営の健全性の総括評価

※判定欄　…　○：良好　　△：改善を要する　　×：抜本的な改革が必要

５ 団体改革の進捗状況（過去の行政経営推進委員会からの意見への対応状況）

※○：対応済　　△：対応中　　×：未対応

　平成２８年度に県との間で設置したＷＧにおいて、公社経営の最も大きな課題である安定し
た事業量確保に向けた検討を進めた。検討の結果、県委託事業について、公社の事業計画の管
理を容易にするための「困難度を表示する精度管理区分方式」、受託事業拡大のための「先行
取得箇所弾力的運用」が平成２９年度から導入・開始されており、さらに、平成３０年度から導
入された「準備協議制度」により、公社による早期の事業着手が可能となった。
　これらの制度改正が経営改善に繋がるものと期待しているが、引き続き導入成果の検証や改
善策の検討などに取り組んでいく。

　計画では51億円余の事業量を見込んでいたが、公有地取得事業における最も主要な県から
の先行取得事業（県が独自に委託する事業）は、公社への委託を予定していた各路線におい
て、新規路線のため地権者との交渉開始が出来なかった事案や大型物件について補償額等で
交渉が難航した結果、公社への委託とならなかったことなどにより、先行取得の実績が低調と
なったことなどから、経常損益において赤字となったものである。

団体の自己評価 県所管課による評価
判
定

評価
判
定

評価

△

　直近２年は赤字となったが、その要因
は経営の柱となる県からの先行取得事
業量において、計画額どおり確保できて
いないことが影響を及ぼしている。
　公共事業の減少傾向の中で、安定して
多額の事業量を確保することは難しく
なってきてはいるが、公社が健全経営の
目安となる黒字を維持していくために
は、関係機関への積極的な受注活動によ
り事業量を確保するとともに、受託した
事業については、確実に用地取得に結び
つけることが求められる。
　また、近年の長期金利低下による事業
外収益（有価証券運用利息）の減少を考
慮すると、歳出経費の一層の削減にも努
めていく必要がある。

△

　公社は、平成20年度までに不良資産に
当たる長期保有土地の処分を完了した
ほか、従来からの経営努力により22億
円余の準備金を有するなど、昭和48年
の設立以来、安定的な経営を維持してき
ている。
　直近２年は赤字を計上したが、一時的
な事業量の減少が主な要因と考えられ
る。
　健全な経営体制と準備金などから、直
ちに経営に影響が出るものではないが、
今後も安定的な経営を確保するため、よ
り積極的な事業確保と一層の経費削減
に努めていく必要がある。

対応状況

団体記載 県所管課記載

行政経営推進委員会意見
（経営健全性に係るもの）



Ⅳ　改善に向けた今後の方針

１ 点検評価を踏まえた経営の方向性

２ 今年度の改善の取組

今後の展望、中期的な経営方針（団体記載） 団体の方針に対する意見等（県所管課記載）

　本県の社会基盤整備の根幹である公共事業
用地の計画的・効率的な取得に努めていく。
[経営方針]
1.公社経営の健全化
　「安定した事業量の確保」と経営の効率化に
努め、健全経営の推進を図る。
2.公共事業用地等の確実な取得
　用地取得分野における県の補完・代行機能を
担う唯一の専門機関として、その専門性・機動
性・柔軟性を発揮し、本県の社会基盤整備の根
幹である公共事業用地の計画的・効率的な取
得に努める。 

1.公社経営の健全化に対する意見
　「安定した事業量の確保」については、県や国
では、今後も実施すべき事業があること、市町
等から公社への先行取得や用地取得関連事務
の委託ニーズがあることから、今後も用地先
行取得をはじめとした用地関連業務が公社に
委託されることが見込まれ、健全経営の推進
が図られると考える。
　また、準備協議制度を創設し、平成30年度
から運用を開始した結果、一定の成果が出て
いる。今後も、この制度がより円滑に運用でき
るよう、事業担当課等との協議を密に行うと
ともに、運用状況を検証して必要な措置を講
じていく。
2.公共事業用地等の確実な取得に対する意見
　用地取得の専門機関として、行政や県民から
の信頼を得るためには、引き続き、一定の事業
量を確保して安定した経営状況を維持すると
ともに、受託した事業を着実に行うための人
材育成と人材の適正な配置が求められる。
　短期的には、国や県から一定の事業量が委
託されることが確実であり、安定的な経営が
図られる見込であるが、計画どおりの事業量
が確保できない事態なども想定し、公社の用
地取得体制等について、県と公社の役割分担
を含めた総合的な検討を進めていく。

団体の取組（団体記載） 団体の取組に対する意見等（県所管課記載）

　県とのWGの成果として、公社が早い時期か
ら事業に着手できる「準備協議制度」が平成
30年度から導入されたことにより、本年度、
現時点（令和６年６月末時点。以下、同様）で既
に６事業に着手している。今後も本制度を活用
した円滑な受託の確保ができるよう取り組ん
でいくとともに、引き続きWGにおいて改善策
を検討していく。
　また、全35市町への積極的な営業活動の結
果、本年度は現時点で２市２箇所の事業に着手
しているが、専門人材が不足している県内市
町の現状を踏まえ、今後、特に受注可能性が高
い市町のニーズを把握し、積極的な受注活動
を実施、新規事業を受託するための情報収集
を行ってく。

　平成30年度から運用を開始した準備協議制
度については、正式な契約に先立ち、公社が早
期に用地交渉関連事務を始めることができて
おり、結果的に公社の受託事業量の増加に寄
与しているものと確認できている。
　今後も確実に事業を受託できるよう関係機
関との連絡調整等を適切に行う必要がある。
　また、積極的な営業活動等を展開した結果、
県内市町から事業を受託しており、今後は公
社の専門性等を発揮して確実に成果を上げる
ことによって、継続的な受託に結び付けていく
必要がある。



Ⅴ　組織体制及び県の関与

１ 役職員数及び県支出額等

２ 点検評価（団体記載）

３ 点検評価（県所管課記載）

（単位：人、千円）

区　分 R3 R4 R5 R6 備考（増減理由等）

常勤役員数  1  1  1  1 

うち県ＯＢ  1  1  1  1 

うち県派遣  -  -  -  - 

常勤職員数  11  11  11  10 

うち県ＯＢ  2  3  3  2 定年退職による

うち県派遣  2  2  2  1 

県支出額  873,699  819,616  533,511  650,400 

補助金

委託金  3,457  1,649  1,470  5,300 

その他  870,242  817,967  532,041  645,100 

県からの借入金

県が債務保証等を
付した債務残高

 1,170,959  860,473  968,770  - 

※役職員数は各年度４月１日時点、県支出額は決算額（当該年度は予算額）、借入金・債務残高は期末残高

項　目
評
価

評　価　理　由

※ 評価欄 … ○：基準を満たしている　　△：基準を満たしていないが合理的理由がある　　×：基準を満たしていない

項　目
評
価

評　価　理　由

※ 評価欄 … ○：基準を満たしている　　△：基準を満たしていないが合理的理由がある　　×：基準を満たしていない

定員管理の方針等を
策定し、組織体制の効
率化に計画的に取組
んでいるか

○
所管区域の面積や、その地域特性を鑑みて、４チーム（１チーム２名）
体制を基本としたうえで、県の計画委託事業量や市町委託事業量を
勘案し、組織体制を構築している。

常勤の役員に占める
県職員を必要最小限
にとどめているか

○

土地開発公社は県の100％出資団体であり、県職員の役員はいず
れも非常勤である。理事、監事については県知事任命であり、県の
部長職にあるものが任命され、監事については公社の会計規則等
が県に準拠しているため、出納局長が任命されている。（監事1人は
公認会計士）

常勤の職員に占める
県からの派遣職員を
必要最小限にとどめ
 ているか

○
県との連絡を密にしながら、事務体制の効率化のため、３公社（土地
開発公社、道路公社、住宅供給公社）の総務課職員を統合した。この
ため、県からの派遣職員は担当者の1名のみである。

県からの派遣職員に
ついて、必要性、有効
性が認められるか

○

　公社は、公共用地の取得、管理、処分等の実施を目的として、県
100％出資により設立された特別法人であり、県からの委託により
行う用地の先行取得等の進捗管理や、安定的な経営の維持に資す
る事業量確保のための関係機関との日常的な連絡調整等が必要で
ある。
　そのため、様々な行政経験を有する県職員の派遣は、必要かつ有
効である。

県からの補助金等の
支出や借入金等につ
いて、必要性、有効性
が認められるか

○

 県等からの委託により実施され、公社事業の主要部分を占める公
共用地の先行取得については、①民間の金融機関から低利資金の
借入れで機動的・弾力的な用地取得が可能であること、②県として
まとまった土地を取得できるとともに、後年度で分割しての再取得
が可能であり、予算の平準化を図ることができること、③専門的知
識を有し、経験豊富な公社職員が用地交渉を行うことにより円滑な
用地取得が可能となることから、公共事業の事業効果を早期に発現
させるため、必要かつ有効であり、県等からの委託により用地取得
関連事務を行う受託用地事業についても、前記③の理由により必要
かつ有効である。



Ⅵ　更なる効果的事業の実施に向けた取組

１ 外部意見把握の手法及び意見

２ 事業やサービスの見直し例

区　分
実
施

結果公表 実施内容 主な意見・評価

 ○：実施している／公表している　　―：実施していない／公表していない

　土地開発公社の解散などにより市町公社を有しない市町では、事業を計画しても国からの交
付金が得られない場合には、当該年度の用地取得予算の確保ができず事業が進まないことに
なる。そのため、県公社の当初予算において「市町用地先行取得」に係る事業の枠を確保し、市
町からの突発的な用地支援の要請にも弾力的に対応できるよう事業の見直しを行っている。
　一部の市町の受託に留まっていることから、全市町への訪問活動により、市町のニーズを把
握し、ニーズに合わせた提案をするなど、戦略的な受注活動により、新規事業を確保していく。

外部評価委員
会

○ -

ふじのくにづくり支援センター
の諮問機関である評議員会に
おいて、土地開発公社事業につ
いても外部有識者の意見を
伺っている。

・伊豆縦貫自動車道への期待
・所有者の高齢化、土地の境界に
関する話題
・地震や災害リスクを考えると市
町の財政は益々厳しく、人材確保
も難しくなるだろう。

利用者ｱﾝｹｰﾄ

利用者等
意見交換会

その他
(受注可能性調
査)

○ ○

毎年、市町を直接訪問し、公社
業務についてのPR活動を行う
とともに、市町事業の把握に努
め、受注可能性を調査してい
る。

・公有地を円滑に取得するために
は、経験豊富で専門的知識を有す
る用地職員の存在が不可欠だ
が、市町においては専門職員の人
材が不足している。
・用地取得予算の平準化には、土
地開発公社の活用が有効である。


